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クラウド型自動運転を指向した
並列ストリーム型ダイナミックマップ

鈴木 有也1,a) 佐々木 健吾1 佐藤 健哉2 高田 広章3

受付日 2017年3月30日,採録日 2017年10月3日

概要：クラウドから車両群を集中制御するクラウド型自動運転において，重要な技術要素の 1つに，複数
の車両とその周辺環境から得られる様々なデータを管理し ITSアプリケーションに提供するダイナミック
マップ（DM）があげられる．クラウド型自動運転においては，扱う車両台数が増加したときの低遅延維持
が DMに求められる．本研究では，並列実行により車両台数増加時に低遅延を維持可能な並列ストリーム
型 DMを提案する．N台の車両の位置と速度を把握し衝突危険時にブレーキを制御する ITSアプリケー
ション（N = 1,000）を構築して評価したところ，1コア使用時では，アプリケーションの性能要件を満た
せないのに対して，8コア使用時では 3.25倍の処理性能向上により低遅延を維持でき，性能要件を満たし
うることを確認した．
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Abstract: In cloud-based automated driving that realizes a centralized control system for vehicles from the
cloud, one of the key technologies is DM (Dynamic Map) that manages various data from vehicles and their
surroundings distributed widely and provides their data for ITS applications. To realize cloud-based auto-
mated driving, one of the requirements of DM is to keep low latency when the vehicles increase. We propose
parallel stream-based DM that can keep low latency when the vehicles increase. We evaluate the system by
a collision avoidance application that controls brakes of N vehicles by checking their positions and speeds
(N = 1,000). The result shows that the system using one core cannot meet the performance requirement
of the application, while using eight cores improves 3.25 times as fast as using one core and can meet the
requirement. We confirm that the system can keep low latency and meet the requirement by increasing
processors or cores.
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1. はじめに

近年，国内外において自動運転に関する研究開発が精力

的に進められている．内閣府は，2014年度より戦略的イノ

ベーション創造プログラム（SIP）を創設し，研究課題の

1つに自動走行システムをあげている [1]．また，Google

は，ステアリング，アクセルペダル，およびブレーキペダ

ルがない自動運転車 [2]の公道試験走行を米国内で開始し
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ている．

本研究では，自動運転の 1つの形態として，クラウド型

自動運転の実現を目指している．クラウド型自動運転と

は，車載のカメラ，レーダ，LIDAR等を用いて，車両が自

律的に周囲の環境を認識し目的地まで走行する自律型の自

動運転 [2]とは異なり，クラウド上のデータ管理機構に複

数の車両の位置・速度等のデータを集約し，クラウド上の

ITSアプリケーション（以降，アプリケーションと略す）

がそのデータ管理機構の情報を用いて車両群を集中制御

する自動運転の形態であり，Connected vehicle cloud [3]，

Passenger vehicles [4]等の発展形である．クラウド型自動

運転によって，多数の車両の経路と速度を集中制御するこ

とで，たとえば，車両の流れを信号で制御する従来の交差

点ではなく，車両を停止させず互いに他車両をすり抜けて

走行するような交差点 [5]を実現できる．また，このような

交差点の実現を見越し，信号交差点と比較してどれほどの

交通流への効果が見込めるかを数値化する理論的なフレー

ムワークも研究されている [6]．

クラウド型自動運転を実現するうえで最も重要な技術要

素の 1つに，クラウド上のデータ管理機構があげられる．

LDM（Local Dynamic Map）[7]は，近年，ITS分野におい

て，安全運転支援・自動運転のためのプラットフォームと

して注目されており，クラウド型自動運転のデータ管理機

構に適用できる．LDMは，図 1 に示すように，主に自車

周辺を対象として，交通の安全にかかわる静的および動的

な要素（車両情報・天候状態・交通状態・詳細地図等）を

格納するデータの集合体である．LDMは，4階層のデータ

構造を具備し，Type 1の静的データ（道路等），Type 2の

準静的データ（道路標識等），Type 3の準動的データ（渋

滞等），および Type 4の動的データ（車両等）を格納する．

各階層は，適切な頻度によって更新される．特に，Type 4

の動的データに関しては，低遅延の更新が求められる．ア

プリケーションは，LDMのデータを用いて，安全運転支

援・自動運転のための情報提供と車両制御を行うことがで

きる．本研究では，LDMのデータ保有範囲を都市レベル

にまで広げ，これをダイナミックマップ（Dynamic Map，

図 1 LDM（Local Dynamic Map）

Fig. 1 LDM (Local Dynamic Map).

以降，DMと略す）と呼ぶ．LDMと DMは，データ保有

範囲が異なるのみで本質的な概念は同一であるため，以降，

本稿では DMに統一する．

クラウド型自動運転による多数の車両の集中制御を考え

た場合，DMの重要な要件の 1つとしてあげられるのが，

車両台数が増加したときの低遅延維持である．ここでいう

遅延とは，DMに車両等のデータが入力され，それを用い

てアプリケーションが処理を行い，結果が出力されるまで

の処理時間のことをいう．たとえば，複数の大規模な交差

点で，前述の互いにすりぬけて走行する交差点の実現を考

えるならば，数百台～数千台の制御処理を低遅延で行う必

要が出てくる．低遅延を実現するにあたっては，リアルタ

イムにストリーム（非同期に到着する無限個のデータ列）

を処理する技術であるストリーム処理を適用することが解

決方法の 1つとして報告されている [8], [9]．すなわち，道

路等の静的データは，PostgreSQL，あるいは SQLiteのよ

うな蓄積型データベースで扱い，車両等の動的データは，

ストリーム処理で扱うことにより，DMに対するデータの

抽出・選択の手続き（以降，DMクエリと呼ぶ）を低遅延

で処理することができ，蓄積型データベースのみを用いる

DM（以降，蓄積型 DMと略す）と比較して遅延を大幅に

低減できる．本稿では，このような方式の DMをストリー

ム型 DMと呼ぶ．

しかしながら，従来のストリーム型DM [9], [10]は，クラ

ウドに配置するのではなく，車載ECU（Electronic Control

Unit）に配置することを目的としており，車両等の処理す

べき動的データの規模を，車載センサ・車車間通信で取得

できる範囲であるたかだか数百台規模に設定している．そ

れゆえに，単一の実行主体（プロセッサ・コア等）で逐次

処理するように設計されており，それをクラウド向けに用

いた場合には，入力される車両台数が増加したときに低遅

延を維持しにくいという問題点が生じる．なぜなら，都市

レベルの広範囲に存在する動的データがクラウド上のスト

リーム DMに入力されたなら，地理的に分散し互いに独立

して処理可能なDMクエリの処理に対しても逐次処理を行

わざるをえないからである．

本研究では，DMをクラウドに配置することをねらい，

DMクエリの一部を並列実行することで車両台数が増加し

ても低遅延を維持できる並列ストリーム型 DMを提案す

る．以降，従来のストリーム型 DMを単にストリーム型

DMと呼び，新たに提案する並列ストリーム型DMと区別

する．並列ストリーム型 DMの最大の特徴は，アプリケー

ション開発者が記述した DMクエリから，並列処理に適す

る DMクエリを機械的に生成でき，かつそれが低遅延に実

行できる点である．本稿では，LDMリアルタイムシミュ

レータ [11]を拡張したDMリアルタイムシミュレータを用

いて，並列ストリーム型 DMと N : N衝突回避アプリケー

ション（N台の車両の位置と速度を把握し衝突危険時にブ
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レーキを制御するアプリケーション）を実装し，並列スト

リーム型 DMの有効性を評価する．

本稿の構成は，以下のとおりである．2 章でストリーム

型 DMについて概略を説明し，3 章で本研究が提案する

並列ストリーム型 DMについて述べる．4 章で評価を行

い，5 章で関連研究を示す．6 章でまとめと今後の展開を

述べる．

2. ストリーム型DM

ストリーム型 DMは，図 2 に示すように，データスト

リーム管理システム（DSMS：Data Stream Management

System）によるストリーム処理を基本とし，DM の動的

データを蓄積型データベースに格納せずにストリームとし

て処理するモデルである．DSMSを用いると，車両データ

等の動的データを，データフローで表現された DMクエリ

にストリームとして入力することで，アプリケーションに

必要なデータを低遅延で生成できる．道路等の静的データ

と車両データ等の動的データで演算を行うことも可能であ

る．その際には，道路等の静的データは，蓄積型データベー

スに格納されているため，ストリームに変換してDSMSに

入力することによって動的データと演算を行う [8]．これに

より，たとえば，マップマッチング（地図上のどの道路を

車両が走行しているかの演算）を低遅延で行うことができ，

その結果から，ある車両が次に到達する交差点を求めてア

プリケーションにわたすといったことが可能になる．スト

リーム型 DMを用いた場合，マップマッチングの平均遅延

時間を，蓄積型 DMと比較して，車両台数 50台のときに

約 1/17に低減できることが報告されている [8]．よって，

ストリーム型 DMは，低遅延が要求されるアプリケーショ

ンを DM上で動作させる有効な手段といえる．しかしな

がら，前述したように，従来のストリーム型 DMは，車載

ECUへの搭載を目的とし，自車とかかわりのあるたかだ

か数百台規模の車両データの逐次処理を前提としているた

め，そのままクラウド向けに用いた場合，入力する車両台

数が増加すると低遅延を維持しにくいという問題点がある．

たとえば，多数の車両を集中制御するアプリケーション

の一例として，4 章で取り上げるような，半径数 [km]に

図 2 ストリーム型 DM

Fig. 2 Stream-based DM.

分布する N台の車両の位置と速度を把握し衝突危険時に

ブレーキを制御する衝突回避アプリケーションを考える．

人間と同等の反応時間内にブレーキ制御を開始するため

には，190 [ms]以内の応答時間 [12]が要件としてあげられ

る．一方，文献 [11] において，車両 1 台とその周辺の車

両 50台の衝突予測をストリーム型 DMで実行した場合，

平均 5.98 [ms]の処理遅延がかかることが報告されており，

車両 1台あたりの衝突予測の処理遅延が 0.12 [ms]と算出

できる．このストリーム DMを用いると，道路上を 1,000

台が一列に直進している各車両に対して衝突予測を行う場

合は，1,000回の衝突予測の処理遅延を 120 [ms]と見積も

ることができ，応答時間の要件を満たすことができる．し

かしながら，上記のような道路が，地理的に別の場所にも

う 1本存在する場合，2倍の車両に対して逐次処理で衝突

予測をする必要があり，処理遅延の見積もりが 240 [ms]と

なって応答時間の要件を満たすことが困難になる．このよ

うに，従来のストリーム DMでは，地理的に分散した，並

列実行可能な複数の独立した処理に対しても逐次処理を行

わざるをえないため，入力する車両台数が増加するにつれ

て，応答時間が増加し，低遅延を維持しにくいという問題

点がある．

3. 並列ストリーム型DM

ストリーム型DMの問題点を解決する手段の 1つとして

並列化があげられる．たとえば，2 章で述べた衝突回避ア

プリケーションが，地理的に別の地域にある複数の各道路

において車両の衝突予測を行う場合，ある道路の衝突予測

処理に必要な車両データが，他の道路の衝突予測処理に非

依存であるなら，道路ごとに並列に衝突予測処理を行うこ

とによって，大幅な処理遅延の低減が期待できる．このよ

うな並列処理に適した DMクエリを機械的に生成でき，並

列実行により低遅延処理を実現するのが，本研究が提案す

る並列ストリーム型 DMである．本章では，並列ストリー

ム型 DMの特徴である，並列処理に適した DMクエリの

機械的な生成手法と低遅延処理に関して説明する．はじめ

に，並列ストリーム型 DMの前提とコンセプトについて述

べた後に，本手法の全体像を述べる．

3.1 前提

一般的に，DMの配置場所のバリエーションとしては，

ITS集中管理システムをはじめとし，携帯端末，車両，お

よび路側器への配置が考えられている [13]．本研究では，

前提として，並列ストリーム型 DMの配置場所を，ITS集

中管理システムの類であるエッジクラウドとする．近年で

は，クラウドとの通信遅延を低減させるために，欧州の標

準化機構である ETSIが，モバイルエッジコンピューティ

ングの規格化を進めており，次世代移動通信システム 5G

におけるキーテクノロジーとして位置づけている [14]．モ
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バイルエッジコンピューティングとは，ITサーバをネット

ワークエッジ（例．通信端末の基地局等）に配置し，エッ

ジクラウドという小規模クラウドをそこに構築すること

で，IPバックボーンの先にある一般的なクラウドと通信す

る場合と比較して，通信端末との通信時間を大幅に低減す

る技術である．本研究では，並列ストリーム型DMとその

アプリケーションを，エッジクラウドのような，通信端末

との通信遅延が低いクラウドに配置することを想定する．

並列ストリーム型DMを車両に配置することも選択肢と

してありうる．すなわち，車載センサ（カメラ・LIDAR・

レーダ等），あるいは車車間通信を用いることで，周囲の

車両・人等を認識し，個々の車両に DMを構築することは

可能と考える．しかしながら，車載センサ，あるいは車車

間通信を用いると，自車両周辺（たとえば，車車間通信で

あれば自車両周辺の約 300 [m]）の環境認識となり，構築で

きるDMの地理的範囲が限定されてしまうという問題が生

じる．一方で，クラウド（エッジクラウド）に DMを構築

した場合，車載センサ，あるいは車車間通信よりも広範囲

（セル半径が大きいもので数 [km]）の情報によって DMを

構築できるため，より広範囲を対象として DMクエリを発

行できるという利点が生まれる．将来的に，たとえば，半

径数 [km]の範囲に存在する複数の交差点の混雑度を用い

て，各車両の目的地に最も早く到着できる最適な経路と速

度で車両の走行を制御するといった用途等に用いるのであ

れば，クラウドに並列ストリーム型 DMを配置するのが妥

当と考える．

3.2 コンセプト

並列ストリーム型 DMは，ストリーム型 DMに対して

以下の 2点の拡張を施している．第 1の拡張は，データフ

ローの並列実行を中心とした既存の並列ストリーム処理

の仕組み [15], [16], [17]を追加することによって低遅延に

DMクエリを実行できるよう改良したことである．第 2の

拡張は，DMクエリに特有の地理的なデータ非依存性を活

用し，アプリケーション開発者が記述した DMクエリか

ら，並列処理に適する DMクエリを機械的に生成するク

エリ展開機能を追加したことである．本研究の最大の特徴

は，従来の並列ストリーム処理基盤が有しない，後者のク

エリ展開機能にある．

一般的に並列化を行うためには，計算すべき対象から並

列性を抽出する必要がある．DMクエリから並列性を抽出

するにあたって着目すべき点は，DMクエリが，ある地理

的範囲（交差点，合流点，区域等）に対して発行されること

が多く，地理的なデータ非依存性をともなうことが多いた

めに，並列性を容易に抽出できる点である．地理的なデー

タ非依存性とは，ある DMクエリを実行する際に必要とす

る入力データが地理的範囲において互いに非依存であるこ

とをいう．入力データが互いに非依存ということは，それ

を処理する DMクエリを，地理的範囲ごとに複数に展開し

て，それぞれの地理的範囲において独立して実行できるこ

とを意味する．よって，そのように展開したDMクエリそ

れぞれに実行主体を割り当てることで処理速度の向上が期

待でき，車両等の処理台数が増加したとしても実行主体を

増加させることで低遅延の維持が可能となる．

たとえば，DMから現在の車両の挙動を抽出し，衝突の

危険性があれば警告を車両に送信するアプリケーションを

考える．例として，交差点で停止している前方車両への追

突警告をあげるなら，DMクエリは以下のようになる．

( 1 ) 交差点の半径 r [m]以内の停止車両を抽出

( 2 ) ( 1 )の車両の後方を走行する車両を抽出

( 3 ) ( 2 )の車両のうち前車との衝突余裕時間が t [s]以内の

車両を抽出

( 4 ) 警告を ( 3 )の車両に対して送信

DM上に登録されているすべての交差点において ( 1 )～

( 3 )を実行することで，交差点で停止している前方車両へ

の追突危険のあるすべての車両に対して警告が送信され

る．もし，DMに複数の交差点が存在すれば，( 1 )～( 3 )は

各交差点において独立した DMクエリとして実行できる．

なぜなら，( 1 )～( 3 )の DMクエリを各交差点において発

行する場合，入力である車両データが交差点において互い

に独立しており依存関係がないからである．これはすなわ

ち，「交差点」が N個存在すれば，N個の独立した DMク

エリに展開できることを意味する．このように展開した N

個の各 DMクエリに N個以下の実行主体を割り当てるこ

とで並列実行による性能向上が得られ，車両台数が増加し

たとしても低遅延を維持できる．本研究では，上記のよう

な並列処理向けのDMクエリの展開を機械的に行えるよう

にする．

3.3 クエリ展開の全体像

前述のコンセプトを具現化したクエリ展開の全体像を

図 3 に示す．アプリケーション開発者が記述する DMク

エリは，ストリームの処理ロジックの実体であるオペレー

タと発行ポイントの接続で構成される．発行ポイントと

は，その後続のオペレータ群（以降，サブクエリと呼ぶ）

を実行すべき地理的範囲を示す．発行ポイントの例として

は，交差点，合流点，道路列等があげられる．発行ポイン

トの後続のオペレータ群が，発行ポイントにおいて展開さ

れる．展開するオペレータは単独であっても複数であって

もよい．図 3 では，発行ポイント 1と 2の直後にそれぞれ

Aと Bという単独のオペレータが配置されているので，発

行ポイント 1と 2で，それぞれ Aと Bを実行する．

地図には，発行ポイントをあらかじめ明示しておく．図 3

では，発行ポイント 1を交差点とし，3個の発行ポイント

（1-1～1-3）を定義している．発行ポイント 2 は，道路列

（地理的な順に並べた道路 IDの列）で，同様に 3個の発行
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図 3 クエリ展開の全体像

Fig. 3 Overall perspective of the query expansion.

ポイント（2-1～2-3）を定義している．

割当て表は，発行ポイントと実行主体を対応づける．す

なわち，各発行ポイントで展開したサブクエリをどの実行

主体で実行するかの対応づけを行う．図 3 では，発行ポイ

ント 1-1～1-3に対して，それぞれコア 1～3を対応づけて

いる．発行ポイント 2-1～2-3に関しても同様である．

DMクエリ，地図上の発行ポイント，ならびに割当て表

が定義されると，DMクエリを並列処理向けに展開できる．

その結果を図 3 の右に示す．フィルタ 1において，入力

データが 1-1，1-2，または 1-3のどこに属するかをチェッ

クし，それぞれを担当するオペレータAに送信する（N1-1，

N1-2，N1-3）．オペレータ Aは，それぞれコア 1～3で実行

され，送信されてきたデータを処理してフィルタ 2に集約

する．フィルタ 2でもフィルタ 1と同様に，入力データが

2-1，2-2，または 2-3のどこに属するかをチェックし，そ

れぞれを担当するオペレータ Bに送信する（N2-1，N2-2，

N2-3）．最後に結果を集約して出力する．発行ポイントが

多くなるほど，展開されるサブクエリの個数が増加するた

め，実行主体の個数増加に対応できる．

もし，アプリケーション開発者が，複数の DMクエリを

並列ストリーム型 DMに対して与えるのであれば，それら

は並列に実行可能であることが自明である．一方，並列ス

トリーム型 DMは，図 3 に示すように，アプリケーショ

ン開発者が与える DMクエリが単一であってもかまわな

い．そのときに，並列ストリーム型 DMは，DMクエリに

含まれる発行ポイントによって機械的にDMクエリを展開

し，効率的に並列実行できるように変換する．無論，アプ

リケーション開発者が，上記の展開後の DMクエリを自力

で書き下すことは可能である．しかしながら，発行ポイン

トが何千，何万とあった場合に，もしくは発行ポイントが

頻繁に変更される場合に，それは現実的とはいえない．並

列ストリーム型 DMは，アプリケーション開発者の負担軽

減と低遅延処理を同時にねらう．

並列ストリーム型 DMの制限は，実行主体の個数以上の

発行ポイントを地図に包含させなければ，並列処理による

処理遅延の低減効果が減少することである．たとえば，交

差点に対して発行する DMクエリがあるとして，実行主体

が N個ある場合，N個以上の交差点に対して当該クエリを

発行しなければ N並列で実行できず，処理遅延の低減効果

が減少する．よって，N並列で実行するためには，N個以

上の発行ポイントを地図に包含させることが条件となる．

4. 評価

本章では，並列ストリーム型 DMを評価する．はじめ

に，評価アプリケーションについて詳細を説明した後，評

価システムの構成，評価項目，評価結果，評価のまとめの

順で述べる．

4.1 評価アプリケーション

4.1.1 概要

本評価では，地理的なデータ非依存性を用いた並列化の

有効性を示すことに焦点を当てるために，車両台数の増加

に対して処理量の増加が顕著となる N : N衝突回避アプリ

ケーションを用いる．本アプリケーションの概要を図 4 に
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図 4 N : N 衝突回避アプリケーション

Fig. 4 N : N collision avoidance application.

示す．本アプリケーションは，クラウドに配置され，N台

の車両から 100 [ms]周期で車両データを受信し，各車両の

位置関係を把握して，各車両とそれ以外の車両との衝突余

裕時間（以降，TTC：Time To Collisionと略す）が，し

きい値 t1以下になれば，衝突の可能性があると判断して当

該車両に警告を表示し，さらに TTCが，しきい値 t2 以下

になれば，当該車両にフルブレーキをかけて衝突の回避を

試みるアプリケーションである．前述したように，並列ス

トリーム型 DMと本アプリケーションは，N台の車両情報

を収集して並列で処理するために，エッジクラウドのよう

な，通信端末との通信遅延が低いクラウドに配置すること

を想定する．地図には，例として名古屋駅周辺を使用する．

エッジクラウド上で衝突回避を行うメリットは，従来の

車載センサ・車車間通信では認識することが困難な車両に

対して衝突回避が可能になる点である．たとえば，交差点

において高層ビル等の大きな建造物が存在する場合，ある

いは大雨・濃霧等の天候不良が発生した場合，車載センサ

（カメラ，レーダ等）では，自車から認識できない交差車

両・前方車両が発生する可能性が高くなる．また，車車間

通信を用いた場合では，車両密度が高くなればなるほど，

CSMA/CA方式の特性と隠れ端末の影響によりパケット到

達率が低下し，衝突防止等のサービスを提供可能なパケッ

ト到達率を満たすことが困難になるという報告がある [18]．

エッジクラウドによる衝突回避は，これらの状況が発生し

たときにも有効に機能しうる点が最大のメリットである．

その他のメリットとしては，衝突回避のために必要となる，

レーンまで含めた最新の詳細地図を，すべての車両に配信

する必要がなく，エッジクラウドで保持すれば十分な点が

あげられる．各車両に対して詳細地図を配信するための通

信を行わずに済み，かつ地図更新のタイムラグによって車

両が保持する詳細地図と実際が異なることが原因で衝突回

避の精度が低下することを防止できる．

本アプリケーションは，以下のように動作する．N台の

車両から車両データが約 100 [ms]周期でセンシングされ，

並列ストリーム型 DMを介して本アプリケーションへと

わたされる．本アプリケーションでは，並列ストリーム型

DMが提供するDMオペレータを用いてマップマッチング

等の処理を行った後に，N台それぞれのTTCを計算し，t1

未満であれば警告表示を，t2 未満であればフルブレーキ制

御をそれぞれの車両にフィードバックする．本評価では，

例として t1 = 4.5 [s]，t2 = 2.5 [s]に設定する．

並列ストリーム型 DMが，無線通信とエッジクラウドの

使用を前提とする以上，厳密に処理時間のデッドラインを

守ることは困難と考える．よって，この点に関しては，ア

プリケーションにおいて，デッドライン制約が満たされな

い場合に例外処理，あるいは縮退処理を実施し，システム

全体としてクリティカルな状態にならないような設計を施

す，もしくは，処理時間の変動を許容するアプリケーション

を実行するといった対応が必要となる．本評価では，N : N

衝突回避アプリケーションを，処理時間の変動を許容する

アプリケーションとして後者に位置づける．すなわち，現

在の自動ブレーキシステムと同様で，どんな状況でも確実

に衝突を回避するというのではなく，あくまでも運転者の

衝突回避行動を支援するアプリケーションという位置づけ

で評価を行う．

本アプリケーションの性能要件は，以下のように設定す

る．人間の単純反応時間（ものを見て動作反応するまでの

時間）は，視覚の場合，190 [ms]とされている [12]．また，

次世代移動通信 5Gの基地局にエッジクラウドを構築して

並列ストリーム型DMと本アプリケーションを配置するこ

とを想定し，本稿では，車両からクラウドまでの片道の通

信時間を 14 [ms]とする．この値は，5Gにおける車両から

クラウドまでの片道の無線伝送遅延である 1 [ms] [19]と，

基地局におけるユーザデータを扱うプロトコルスタック

（U-plane）の処理遅延である 13 [ms] [20]（LTEの場合を参

考）の合計である．これらより，本アプリケーションの性

能要件を，人間と同等以上となる 190 − 14 × 2 = 162 [ms]

以内の遅延時間と定める．また，電波状況によって，ある

いは基地局への接続端末数によって，無線伝送遅延が変化

することを考慮し，評価結果において処理遅延が 162 [ms]

未満である場合，162 [ms]とその値との差が無線通信のば

らつきを許容できる範囲とする．

4.1.2 内部構成

本アプリケーションの内部構成を図 5 に示す．本アプリ

ケーションは，衝突警告部と衝突回避部から構成される．

衝突警告部は，N 台分の車両データが入力され，マップ

マッチングオペレータでマップマッチングを行った後に，

TTCLessThanオペレータで前後車両の TTCがしきい値

に達したか否かを判定し，警告する必要があれば当該車両

に警告をフィードバックする．また，求めた TTCに応じ

てイベントを発行する．TTCが t1以下，かつ t2より上で
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図 6 発行ポイントによるクエリ展開

Fig. 6 The expansion of query by query running points.

図 5 N : N 衝突回避アプリケーションの内部構成

Fig. 5 The inner mechanism of the N : N collision avoidance

application.

あればブレーキ補助イベントを発行し，後段の衝突回避部

に対して，ブレーキ補助モード（ブレーキ量 1.5倍）に移

行するように指示する．t2 以下であればフルブレーキイベ

ントを発行し，緊急ブレーキモード（フルブレーキ）に移

行するように指示する．図 5 において，TTCLessThanオ

ペレータの引数には，t1 と t2 を指定し，本評価では，前

述したようにそれぞれ 4.5 [s]と 2.5 [s]に設定する．後段の

衝突回避部において，各ブレーキモードにおけるブレーキ

量を N台分算出し，車両がそれらを受信することでブレー

キ制御が行われる．展開されて並列に実行される部分は，

発行ポイントを含む衝突警告部であり，具体的には，マッ

プマッチングオペレータと TTCLessThanオペレータであ

る．ブレーキモード制御クエリに関しては，すべてを単一

の実行主体（本評価ではコア）で逐次実行する．

4.1.3 発行ポイントの展開

本アプリケーションでは，図 5 に示したように，「領域」

と「道路列」という発行ポイントが含まれ，それらの直後

にそれぞれマップマッチングオペレータと TTCLessThan

オペレータが配置されている．これは，領域それぞれに対

してマップマッチングオペレータを実行し，道路列それぞ

れに対して TTCLessThanオペレータを実行することを意

味する．それら発行ポイントは，図 6 の例に示すように地

図において具体的に明示する．この例では，領域 a～c，お

よび道路列 1～3である．

発行ポイントを含んだ DMクエリと，発行ポイントを埋

め込んだ地図をセットにすることで，図 6に示すようにDM

クエリを展開できる．たとえば，発行ポイント「領域」で展

開する場合は，地図に埋め込まれている「領域」それぞれ

に対して DMクエリを発行することになるため，領域フィ

ルタオペレータで車両N台を各領域に振り分け，その後そ

れぞれでマップマッチングを実行するようにDMクエリを

展開できる．道路列の場合も同様である．そのようにする

と，マップマッチングオペレータの部分と TTCLessThan

の部分が独立した並行なデータフローとなるため，それぞ

れをコアに割り当てることによって並列処理が可能とな

る．本評価では，名古屋駅周辺地図に 8個の領域と 8本の

道路列を埋め込み，発行ポイントとすることにより，8並

列での実行に対応できるようにする．

4.2 評価システムの構成

評価システムのスペックを表 1 に示す．並列ストリーム

型 DMは，プライベートクラウド上に構築し，DMビュー

アと運転シミュレータ UC-win/Road [21]にギガビット・

イーサネットで接続する．並列ストリーム型 DMは，運

転シミュレータから N台分の車両データ（位置・速度等

で 54 [byte]/台）を約 100 [ms]周期で受信し，N : N衝突

回避アプリケーションを動作させ，N台分の衝突警告・回

避の結果を得る（以降，これを 1タイムステップと呼ぶ）．
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表 1 評価システムのスペック

Table 1 The specification of the evaluation system.

部名 項目 詳細

DM ビューア CPU Intel Core i5-2540M 2.6 GHz

メモリ 8GB

OS Windows7（64 bit）

並列ストリーム CPU Intel Xeon E5-2620 v2 2.1 GHz

型 DM （6core × 2CPU)

メモリ 32GB

OS Windows7（64 bit）

運転 CPU Intel Xeon E3-1240 v3 3.4 GHz

シミュレータ メモリ 16GB

OS Windows7（64 bit）

N : N衝突回避アプリケーションは，周期 100 [ms]ごとに，

すべての車両データが収集されたタイミングで実行される．

よって，車両の衝突予測処理（TTCLessThanオペレータ）

において，ある車両の TTCを求める際には，その道路列

に存在する他の車両データがすべて収集されていることを

前提とする．運転シミュレータは，N : N衝突回避アプリ

ケーションより，N台分の衝突警告・回避の結果を受信し，

警告表示とブレーキ制御を行う．DMビューアにも，N台

分の車両データと衝突警告・回避の結果を送信し，各車両

の位置・警告状態・ブレーキ制御状態を視覚化する．送受

信プロトコルには UDPを用いる．

一般的に無線通信においては，電波干渉，輻輳等により，

UDP通信でパケットロスが発生しやすい．一方，本評価

においては，UDP通信におけるパケットロスがきわめて

少ない状況を前提とする．その理由としては，3.1 節に述

べたように，車両とエッジクラウドの無線通信に，次世代

移動通信システム 5Gの使用を想定していることがあげら

れる．5Gは，無線通信容量を従来の 1,000倍にまで高める

ために，周波数の利用効率を向上させる NOMA，高密度

に配置された高周波数帯のセルを運用するファントムセル

等の技術を組み合わせて実現されるため [19], [22]，パケッ

トロスの原因となる電波干渉，輻輳等が大幅に低減される

ことが期待できる．また，5G PPPでは，自動車業界から

5Gに対する技術要件として，自動運転・安全運転支援を

実現するために，パケット到達率を 99.999[%]に設定して

いる [23]．よって，本稿では，パケットロスの影響を除い

て評価を行う．

4.3 評価項目

評価項目は以下の 4点である．第 1の評価項目は，N : N

衝突回避アプリケーションのリアルタイム動作である．運

転シミュレータ上で実際に運転をした場合に，警告表示と

ブレーキ制御がねらいどおりに実現されるかを評価する．

第 2の評価項目は遅延時間である．ここでいう遅延時間

とは，N台分の車両データが並列ストリーム型 DMに入力

されてから，N : N衝突回避アプリケーションがブレーキ

量を出力するまでの時間を指す．車両台数 Nを最大 1,000

台まで変化させ，性能要件を満たしうるかを評価する．ま

た，単純に，車両データの ID順に，その車両データの処

理をコアに割り当てて並列化を行った場合と比較する（以

降，この比較対象を車両 ID順と呼ぶ）．車両 ID順での並

列化とは，地理的なデータ非依存性を考慮して各発行ポイ

ント内の車両データを各コアに割り当てる本手法に対比し

て，道路列へのマップマッチング情報等に代表される地理

的な情報を考慮せずに車両データを各コアに割り当てる場

合を示す．すなわち，車両の位置にかかわらず，車両 ID

順でコアに車両データを割り振り，それぞれのコアにおい

て各車両の衝突回避処理を行う．その際に，衝突回避に必

要となる近隣の車両データが自コアにすべてそろっている

とは限らないため，コア間のデータ共有を行いながら，近

隣の車両データをグルーピングした後に，衝突回避処理を

並列実行する．

第 3の評価項目は台数効果である．台数効果とは，並列

処理で用いられる指標の 1つで，n個の実行主体（プロセッ

サ・コア等）を用いた場合，1個の実行主体のみを用いた

場合に比べて何倍高速化されるかを表す．並列ストリーム

型 DMと本アプリケーションにおいて，マルチコア実行で

使用するコア数を増加させた場合に，遅延時間をどの程度

短縮できるかを評価する．

第 4 の評価項目は記述量である．本評価では，アプリ

ケーション開発者の負担の指標として記述量に着目し，記

述量の増減がアプリケーション開発者の負担増減と定義す

る．本手法では，アプリケーション開発者が，発行ポイン

トとオペレータからなる DMクエリを記述することで，並

列実行に適したDMクエリが機械的に生成される．本手法

を用いずに，並列処理に適した DMクエリを直接書き下す

場合と比較することで，記述量をどの程度削減できるかを

評価する．

4.4 評価結果

4.4.1 リアルタイム動作

名古屋駅周辺の地図を用いて，車両台数 N = 1,000台を

走行させたときの通常走行，衝突警告，および衝突回避の

様子を以下に示す．

図 7，図 8，および図 9 の左側は，1,000台のうちの 1台

（以下，自車と呼ぶ）を UC-win/Roadで運転した様子（以

下，UC-win/Road図と略す）を表し，右側は DMビュー

アでの全体地図の俯瞰図（以下，DMビューア図と略す）

を表す．DMビューア図の矢印の先は自車の位置を示す．

自車は，名古屋駅前の桜通り（図 6 の道路列 1）を東から

西に向かって走行する．

図 7は，通常走行時の様子である．UC-win/Road図には

右上にマークが表示されている．これはクラウドの N : N
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図 7 通常走行

Fig. 7 Normal driving.

図 8 衝突警告

Fig. 8 Collision warning.

図 9 衝突回避

Fig. 9 Collision avoidance.

衝突回避アプリケーションから送信されている自車へのシ

グナルの状態を表し，通常走行状態・衝突警告状態・衝突

回避状態の 3種類を表示する．緑色のマークが表示されて

いる場合は，通常走行状態であり，安全に走行できること

を示す．

図 8 は，衝突警告時の様子である．時速約 80 [km/h]で
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図 10 DM ビューア

Fig. 10 DM viewer.

前方の停車車両に接近する場面を UC-win/Roadでシミュ

レートしている．衝突警告状態の場合は，図 8 のようにエ

クスクラメーションマークに変化する．すなわち，クラウ

ドの N : N衝突回避アプリケーションが，前車に対する自

車の TTCを計算し，4.5 [s]未満で危険と判断して警告シ

グナルを自車にフィードバックしている状態である．

図 9 は，図 8 の続きで，さらに前車に接近して，クラ

ウドからブレーキが制御されている様子を示す．前車との

TTCが 2.5 [s]未満になると，クラウドのN : N衝突回避ア

プリケーションがそれを検知し，フルブレーキ制御を行っ

て，衝突を回避する．その間，運転者がアクセルを踏んで

いたとしても，クラウドからの制御が優先される．結果と

して車両は停止し，前車への衝突を防ぐことができる．

図 10 は，ある時点での自車の前方交差点を DMビュー

アで拡大している．DMビューアは，地図上に車両がどの

ように分布して走行しているか，およびクラウドから各車

両にどのようなシグナルが発信されているかを可視化す

る．青で表示されている車両は通常走行状態に，黄は衝突

警告状態に，赤は衝突回避状態にあることを示す．このよ

うに，DMビューアで車両の位置と制御状態を可視化する

ことで，自車だけでなく他車もリアルタイムに制御されて

いることが分かる．

4.4.2 遅延時間

遅延時間を図 11 に示す．縦軸が遅延時間を表し，横軸

が使用コア数を表す．車両台数Nを 400台，800台，1,000

台と変化させ，使用コア数に対する遅延時間の変化をみる．

遅延時間は，300タイムステップの平均を示す．実線が本

手法の遅延時間を，破線が車両 ID順で並列化した場合を

示す．

本手法と車両 ID順を比較すると，車両台数と使用コア

数のすべての組合せにおいて，本手法の方が遅延時間を低

減できていることが確認できる．平均して 11.2[%]の低減

率となっている．これは，本手法が地理的データ非依存性

図 11 遅延時間

Fig. 11 Latency.

を用いてデータ分割を行うために，各コアに割り当てられ

たオペレータが処理すべき車両データに重複がなく，最低

限の車両データを入力としてオペレータが駆動するからで

ある．一方で，車両 ID順の場合は，当該オペレータの計算

に必要な車両データが他のオペレータに入力される可能性

があり，その場合は，他のオペレータが保持する車両デー

タを当該オペレータも保持する必要があって，オペレータ

間で保持する入力データに重複が発生する．このことが，

コア間通信の増加，ならびにオペレータの処理負荷を引き

起こし，性能劣化を引き起こす．

アプリケーション性能要件の充足性について，本手法の

場合に着目すると，N = 400の場合は，1コア使用時にお

いてもアプリケーション要件の 162 [ms]を満たす一方で，

N = 800，およびN = 1,000では，1コア使用時においてそ

れぞれ 262.5 [ms]，334.4 [ms]であり，アプリケーションの

性能要件を満たさないことが分かる．しかしながら，使用

コア数を増加させることで，8コア使用時では，遅延時間
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を N = 800で 83.5 [ms]，N = 1,000で 102.9 [ms]に低減で

き，アプリケーション要件を満たしうることが確認できる．

8コア使用時において車両 ID順と本手法の差の絶対値

が小さくなっている理由は，本手法の場合，地理的なデー

タ非依存性を考慮して並列化を行うために，地理的に車両

密度の偏りが生じたときに，各コアが処理すべき車両デー

タ量にばらつきが生じ，並列処理性能の伸びが観測されに

くくなる可能性があるためである．この解決については，

4.4.3項でも考察するように，領域フィルタと道路列フィル

タにおいて動的負荷分散の仕組みを設けることで対処可能

と考える．一方，車両 ID順の場合は，各コアで処理する

車両数がほぼ一定であるため，絶対的な遅延時間の低減こ

そ本手法に劣るものの，地理的に車両密度の偏りが出たと

しても，実行主体を増加させることで 8コア使用時に並列

処理性能の伸びが観測できる．

図 12 に，本手法と車両 ID順における N = 1,000の遅

延時間の内訳を示す．衝突警告部と衝突回避部それぞれが

占める遅延時間の割合に着目すると，衝突回避部は，衝突

警告部に対して，1コア実行時においては 5.4[%]，本手法

による並列化では 10.2[%]～19.4[%]，車両 ID順による並

列化では 9.1[%]～19.3[%]を占める．このことから，本ア

プリケーションにおいては，衝突回避部の遅延時間が，衝

突警告部と比較して大きな割合でないことを示している．

よって，衝突回避部が逐次実行であっても，衝突警告部を

並列化することで遅延時間を短縮できていると考える．

図 13 に，本手法を用いた場合の遅延時間（N = 1,000）

のばらつきを箱ひげ図で示す．長方形とその両側に出たひ

げで，下から最小値，第 1四分位点，中央値，第 3四分位点，

および最大値を表現している．8コア実行時においては，

中央値の 103.5 [ms]に対し，最大値が 106.7 [ms]，最小値が

96.1 [ms]であり，遅延時間が最大値であってもアプリケー

ション性能要件を充足していることが確認できる．また，

この結果より，無線通信の遅延のばらつきが発生した場合

でも，8コア実行時で 162 [ms]− 106.7 [ms] = 55.3 [ms]を，

図 12 遅延時間の内訳

Fig. 12 The breakdown of the latency.

本評価で設定した遅延である 1 [ms]に上乗せした 56.3 [ms]

まで，無線通信の遅延を許容できることが分かる．

4.4.3 台数効果

図 14 に本手法と車両 ID順における台数効果を示す．

縦軸が台数効果を表し，横軸が使用コア数を表す．車両台

数Nを 400台，800台，1,000台と変化させたときの，使用

コア数に対する台数効果を評価する．すべての項目におい

て，本手法が車両 ID順を上回る台数効果を得ている．こ

れは，前述したように地理的なデータ非依存性によるデー

タ分割の効果と考える．本手法では，8コア使用時におい

て，台数効果が 3.14倍～3.33倍となっている．本実装で

は，衝突警告クエリのマップマッチングオペレータ，およ

び TTCLessThanオペレータの部分のみが並列化され，衝

突回避部は並列実行されていないため，衝突回避部の実行

を並列化することで，さらなる台数効果を得ることが可能

と考える．また，並列実行されている部分においては，時

間の経過につれて 1 コアあたりの処理負荷に偏りが生じ

る．なぜなら，地図上の DMクエリの発行ポイントは，静

的に決定されるため，車両の移動によって，それぞれの発

行ポイントにおける DMクエリの処理量が変動するから

図 13 遅延時間のばらつき

Fig. 13 The distribution of the latency.

図 14 台数効果

Fig. 14 Scalability.
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表 2 記述量の削減率

Table 2 The reduction rate of the description.

記述ブロック数 記述リンク数

本手法 4 5

書き下し 19 34

削減率 78[%] 88[%]

である．そのため，負荷のかかるコアとそうでないコアが

生まれ，1コアあたりの処理負荷に偏りが生じる結果とな

る．この点に関しては，図 6 における領域フィルタと道路

列フィルタにおいて，動的負荷分散の仕組みを設けること

で，台数効果の一層の向上が見込めると考える．

4.4.4 記述量

本手法を用いた場合の記述量の削減率を表 2 に示す．ア

プリケーション開発者は，並列ストリーム型 DMが提供す

る発行ポイントとオペレータを，互いにリンクで接続する

ことで DMクエリを記述する．本手法を，8並列実行に対

応する N : N衝突回避アプリケーションの衝突警告部に適

用した場合，アプリケーション開発者は，発行ポイントと

オペレータ（以降，まとめてブロックと呼ぶ）を 4個と，そ

れらを接続するリンクを 5本記述する必要がある．一方，

本手法を用いずにアプリケーション開発者が並列化に適し

た DMクエリを直接書き下す場合は，ブロックを 19個と，

リンクを 34本記述する必要がある．本手法を用いること

で，記述ブロック数を 78[%]削減でき，かつ記述リンク数

を 88[%]削減できている．4.3 節に定義したように，記述

量の増減がアプリケーション開発者の負担増減であるなら

ば，本手法によりアプリケーション開発者の負担を軽減で

きることが分かる．

4.5 評価のまとめ

これらの評価結果をまとめると以下のようになる．N : N

衝突回避アプリケーションのリアルタイム動作に関しては，

N = 1,000で，衝突警告の表示と衝突回避のブレーキ制御

を運転シミュレータ上でリアルタイムに行うことができる

ことを確認した．遅延時間に関しては，本手法と車両 ID

順を比較すると，すべての車両台数と使用コア数の組合せ

において，本手法の方が遅延時間を低減できることを確認

した．また，本手法において，N = 1,000のとき，1コア使

用時では 334.4 [ms]のところを，8コア使用時に 102.9 [ms]

で処理可能であり，コア数を増加させることでアプリケー

ション要件である 162 [ms]を満たしうることを確認した．

台数効果に関しては，8コア使用時に最大 3.33倍の台数効

果を確認した．記述量に関しては，本手法を用いることで

8コア使用時に約 8割の削減ができ，アプリケーション開

発者の負担を軽減できることを確認した．以上より，並列

ストリーム型 DMが，車両台数が増加したとしても実行主

体を増加させることで低遅延を維持できることを確認した．

5. 関連研究

DMの実装形態としては，蓄積型 DM（PG-LDM，NT-

LDM）が存在する [24]．蓄積型 DMに本手法を適用し並

列化することも可能である．しかしながら，先に述べたよ

うに，蓄積型 DMは，車両台数増加による遅延時間の増加

が顕著であることが文献 [9]で報告されている．すなわち，

N : N衝突回避アプリケーションで用いているマップマッ

チング処理において，遅延時間が車両台数に比例して増加

し，車両 50 台のときに平均遅延時間が約 30 [ms] であっ

て，ストリーム型 DMと比較して約 17倍の遅延が発生す

る．仮に 1,000台を扱う場合は，マップマッチングのみで

約 600 [ms]の遅延が発生することとなり，それに加えて，

TTCLessThanと衝突回避の処理が加われば，N : N衝突

回避アプリケーション（N = 1,000）の 1コアにおける全

処理（マップマッチング+ TTCLessThan +衝突回避）の

平均遅延時間である 344.4 [ms]と比較して，著しい遅延が

発生しうることが分かる．したがって，蓄積型 DMを本手

法で並列化して遅延時間を低減するよりも，ストリーム型

DMに本手法を適用したほうが，本手法が目指す遅延時間

低減の効果を一層発揮できると考える．

交通社会ダイナミックマップ [25]は，都市レベルの交通

流の最適化，運転者への交通サービスの個別最適化等を目

的とした基盤システムであり，レーンレベルの詳細地図を

管理する DBMSと車両等の動的データを管理する DSMS

から構成される．本研究のように多台数の車両データの低

遅延処理手法を追求するというよりもむしろ，詳細地図の

表現方法，物体のない領域の管理方法等に特徴を有する．

SPATIOWL [26]は，リアルタイムに位置情報を収集し

解析するアプリケーション基盤であり，Hadoop [27]とそ

の分散ファイルシステムである HDFSをベースとして構

築されている．本研究のような車両群のミリ秒単位の制御

に用いるというよりも，たとえば，タクシーの人の乗り降

りの分析，運輸業の集荷・配送のタイミング配信等の用途

に用いられる．

多数の並列ストリーム処理基盤が以下のように開発され

ている．Storm [15]は，オープンソースで公開されている

リアルタイムな並列ストリーム処理基盤である．入力デー

タソースである Spoutとデータ処理を行うBoltを組み合わ

せて，ストリームを処理するためのデータフローモデルを

表現する．その際に，Spout，あるいは Boltごとに実行の

並列度を指定することができ，さらにその並列度を実行時

に動的に変更することも可能である．Spark streaming [16]

は，入力ストリームデータを，RDDと呼ばれる数秒単位の

バッチデータに区切り，それらのバッチデータをインメモ

リで処理することによりリアルタイムな並列ストリーム処

理を実現する．InfoSphere Streams [17]は，ITSサービス

のための，スケーラブルかつリアルタイムな並列ストリー
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ム処理基盤である．開発者は，アプリケーションクエリを，

SPADEと呼ばれる言語で，オペレータを接続したデータ

フローとして記述し，各オペレータを複数の実行主体に分

散して配置することにより並列実行する．これらに代表さ

れる従来の並列ストリーム処理基盤と並列ストリーム型

DMの最大の相違点は，地理的なデータ非依存性に着目し

た並列処理向けのクエリ展開機能を有するか否かにある．

従来の並列ストリーム処理基盤では，地理的なデータ非依

存性を用いて並列処理に適したDMクエリを記述しようと

すると，アプリケーション開発者が自ら，並列ストリーム

型 DMが展開した後の DMクエリを書き下す必要があり，

DMクエリの発行ポイントが多数であればあるほど，ある

いは発行ポイントの変更があればあるほど，その労力が増

加する．一方で，並列ストリーム型 DMは，アプリケー

ション開発者が，DMクエリと発行ポイントを埋め込んだ

地図を作成することによって，並列実行に適した DMクエ

リを機械的に生成できる．これにより，アプリケーション

開発者の労力を大幅に低減でき，かつ地理的なデータ非依

存性を考慮せずに処理を並列化した場合よりも並列処理性

能が得られる点が並列ストリーム型 DMの最大の特徴で

ある．

6. まとめと今後の展開

本稿では，クラウド型自動運転を実現するためのDMの

重要な要件の 1つに車両台数増加時の低遅延維持をあげ，

DMクエリの地理的なデータ非依存性を利用して，並列処

理向けのクエリを機械的に生成可能な並列ストリーム型

DMを提案した．車両台数の増加に対して処理量の増加が

顕著となる N : N衝突回避アプリケーションを取り上げ，

評価したところ，並列ストリーム型 DMを用いると，車両

台数増加時に低遅延を維持できることを確認した．

今後の展開としては，実際のエッジクラウド上に並列ス

トリーム型 DMと N : N衝突回避アプリケーションを実

装し，エッジクラウドを用いない場合と比較して遅延時間

の違い等を評価することがあげられる．また，安全性と乗

り心地を考慮したクラウド型自動運転における連続的な車

両制御手法，およびクラウドからの速度制御による渋滞フ

リー走行等のアプリケーション開発を目指す．
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